平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	市民ネット・むろらん

	議員名
	佐藤　潤・小田中　稔・児玉　智明・高橋　直美・立野　浩靖

	調査実施年月日
	２０１１年７月１３日（水）

	調査先　自治体名等
	滋賀県　彦根市　都市建設部　交通対策課

	調査項目
	公共交通（コミュニティバス路線・デマンドタクシー）

	調査目的
	　コミュニティバス及びデマンドタクシー運用システム検証・導入効果の検証

	報告内容
実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要
　人口：112,455人（Ｈ２３．４．１現在）　　　行政面積：196.84ｋ㎡
２　視察内容
　彦根市では、民間事業者の不採算路線を、市と県の公的助成で運行する「コミュニティバス路線」が導入され路線再編が行われたが、利用者増加に繋がらず、より低コストで効率的な公共交通への改善が必要とされ、国の補助を受けたデマンドタクシーが導入された。デマンドタクシーとは、廃止路線や乗車率の低い路線、公共交通空白地域を補完する公共交通。契約タクシー会社の車両を使用し、予約があった場合のみ運行される。病院などの公共施設や商業施設への路線を前提とし、停留所や運行時刻が設定されるなど、公共交通であることから敢えて不便さを残し、既存タクシー会社との競合を避け運行されている。利用者負担額は区間により２段階運賃に設定されており、負担額を超えたメーター料金の差額分を補助するシステム。

	感想（まとめ）
本市へ生かせること等
	　本市では、コミュニティ交通導入計画があることから、コミュニティバス、デマンドタクシーが導入されている彦根市での視察調査を行ったが、利便性を確保しながら財政負担を抑え、公共交通を維持することの難しさを感じた。
　彦根市では、通勤通学などの交通手段に自家用車を利用する市民の割合が高く、バス利用者の減少が続く中、民間事業者の赤字路線からの撤退を受け、コミュニティバス路線が導入された。公共交通維持の観点から補助負担については必要経費として考えられてきたが、補助額が１億円を超え、市の財政を圧迫し維持できない状態となり、バス路線の廃止、系統の統廃合などの再編が行われた。この再編に拠り赤字額は一時的に解消されたが、利便性が著しく低下したことが利用者の更なる減少に繋がったため、より低コストで効率的な公共交通が検討され、デマンドタクシーの導入へ至った経緯がある。
　乗車率の低い路線を予約制のタクシーに移行することで、低コスト、効率化の効果はあるが、相乗り率が低い場合、採算が取れないデメリットがある。現在、彦根市と周辺４町での圏域公共交通として実証運行の段階であるが、平成２４年度から本格運行へ移行されるため、その経過を見守りたい。
　本市に於いては、高齢者が移動手段に自家用車を使用している実態もあり、更なる高齢化に向け公共交通の利便性を向上させる必要があると考えるが、導入検討の際には、市民ニーズの把握と不採算路線を出さない運用システムの構築が慎重に行われる必要があると考える。


